○防火対象物における夜間の防火管理体制指導要綱
制　定　平成27年６月１日告示第13号
（趣旨）

第１　この要綱は、防火対象物における防火安全の重要性にかんがみ、夜間の防火管理体制の適正化を図るため、当該防火対象物において夜間の勤務者が行う火災発生時にとるべき消火、通報、避難誘導等最低限必要な行動（以下「対応行動」という。）についての訓練の検証及びその結果に基づいて行う指導に関し必要な事項を定めるものとする。

（検証対象物）

第２　検証を行う防火対象物（以下「検証対象物」という。）は、次の各号に掲げるものとする。

⑴　消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）別表第１⑸項イに掲げる防火対象物のうち、防火管理者の選任を要するもので、地階を除く階数が３以上のもの（⒃項イに掲げるものを含む。）なお、それ以外の旅館・ホテル等については、地域実情を考慮して消防長が必要と認めたもの。
⑵　令別表第１⑹項イのうち病院で、防火管理者の選任を要するもの。（⒃項イに掲げるものを含む。）

⑶　令別表第１⑹項ロに掲げる防火対象物のうち、防火管理者の選任を要するもの。（⒃項イに掲げるものを含む。）

（検証及び指導の実施期間）

第３　検証及び指導を行う期間は、検証対象物の実態に応じて、３年を超えない範囲で実施するものとする。
（検証の実施）
第４　検証は、夜間の勤務者（以下「被検証者」という。）の対応行動が、検証対象物の建築構造、内装、区画、消防用設備等及び防災器具の設置状況に応じて定まる一定時間（限界時間）内に、的確に行われたかどうかを検証するものとする。

２　検証は、適切な位置に消防職員を配置し、被検証者の対応行動を審査するとともに、当該対応行動の所要時間を測定するものとする。

（指導の実施）

第５　消防署長は、検証の結果を夜間の防火管理体制検証結果通知書（別記様式）により、検証対象物の関係者に通知する。
　（検証による被検証者の対応行動の取扱い）

第６　この要綱に基づき実施した被検証者の対応行動は、消防法施行規則第３条第10項に定める避難訓練とみなすものとする。

（補則）

第７　この要綱に定めるもののほか、検証の方法、指導の基準その他必要な事項は、消防長が別に定める。

附　則
この要綱は、公布の日から施行する。


